
 福岡県公共図書館等協議会会則 
 

 

第１章 総 則 

 

 第１条 本会は、福岡県公共図書館等協議会と称する。 

 

 第２条 本会の事務局は、福岡県立図書館内に置く。 

 

 第３条 本会は、福岡県内市町村の公共図書館・公民館等図書室及び県立図書館、県の社会教育機関 

    （以下「公共図書館等」という）を会員として組織する。 

 

 第４条 本会に加入又は加入施設を変更する公共図書館等は、加入申請書〔兼加入施設変更届〕(様式１） 

    を会長へ提出し、本会は加入承認書（様式２）を交付する。 

 

第２章 目的及び事業 

 

 第５条 本会は会員相互の連携を密にし、図書館事業の発展を図り、もって教育と文化の発展に寄与する 

    ことを目的とする。 

 

 第６条 本会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

 

    一 図書館事業に関する調査研究 

 

    二 読書の普及推進に必要な事業 

 

    三 職員の研修 

 

    四 講演会、研究会、講習会等の主催及び奨励 

 

    五 図書館創設、運営等についての支援および助言・協力 

 

    六 会報、調査研究資料等の刊行 

 

    七 関係諸団体との連絡・提携 

 

    八 その他本会の目的達成のため必要な事業 

 

第３章 役 員 

 

 第７条 本会に、次の役員を置く。 

 

    一 会 長   １名 

 

    二 副会長   ３名 

 

    三 理 事   １１名 

 

    四 監 事   ２名 

 

  第８条 理事は、次の各号により選出する。 

 

    一 県立図書館長 

 

    二 北九州市立中央図書館長及び福岡市総合図書館長 

 

    三 各地区の幹事館長。ただし、政令市が幹事館の場合は、その地区から別に図書館長又は公民 

     館等図書室長の代表１名 

 



    四 県教育庁教育振興部社会教育課長 

 

    五 県教育庁教育事務所長の代表１名 

 

   ２ 会長及び副会長は、理事の互選により選任する。 

 

   ３ 監事は、地区から選出する。 

 

  第９条 会長は本会を代表し、会務を総轄する。 

 

   ２ 副会長は、会長を補佐し、会長が欠けたとき又は会長に事故があるときは、予め会長が定めるとこ 

    ろにより、その職務を代行する。 

 

   ３ 理事は、理事会を組織し会務に参画する。 

 

   ４ 監事は、会計を監査する。 

 

 第１０条 役員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

 

   ２ 補欠による役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

   ３ 役員は任期満了後も、後任者就任までの間、なおその職務を行う。 

 

第４章 会 議 

 

 第１１条 本会の会議は、総会及び理事会とし、会長が招集し、過半数の出席により成立する。 

 

   ２  会長は総会、理事会の開催が困難であると判断したときは、書面又は電磁的方法により、会議に代えることが 

できる。その場合、会長は書面又は電磁的方法により会議を開催することを構成員に伝え、また審議事項と表 

決期限等の必要事項を伝えなければならない。 

 

 第１２条 会議の議事は、出席者の過半数でこれを決し、可否同数の場合は、議長の決するところによる。 

 

 第１３条 総会は、定例会及び臨時会とする。 

 

   ２ 総会の議長は会員の中から選出する。 

 

   ３ 総会は、本会の事業報告及び決算、事業計画及び予算、役員の承認、会則の変更、その他の重要事項

を審議決定する。 

 

 第 1４条 理事会は、定例会及び臨時会とし、会長が議長となる。 

 

   ２ 理事会は、次の事項を審議決定する。 

 

    一 総会に付議する議案に関すること。 

 

    二 役員の選出に関すること。 

 

三 地区協議会への付託事項に関すること。 

 

    四 総会を招集するいとまがない緊急事項に関すること。 

 

    五 その他、会長が必要と認めた事項。 

 

   ３ 理事会は、前項の規定により審議決定したときは、これを次の総会に報告し、承認を得なければなら

ない。 

 

 

 



 第１５条 会長は、理事又は会員の３分の１以上の要求があったときは、総会、理事会を招集しなければなら

ない。 

 

  第１６条 会議で、委任状（様式３）を提出したものは出席したものと見做す。 

 

 

第５章 各種委員会等 

 

 第１７条 本会に、別表Ⅰのとおり各種委員会を置く。 

 

 第１８条 各種委員会は、次の委員会からなり、それぞれの事項について調査研究する。 

 

       一 研修委員会（職員研修会に関する事項） 

 

         二 図書館課題検討委員会（図書館の課題に関する事項・雑誌新聞分担保存に関する事項） 

 

         三 臨時委員会（会長から付託された事項） 

 

    ２ 第１項第１号及び第２号は常設とし、第３号は必要に応じて設置するものとする。 

 

      ３ 各委員会の委員は、会長が委嘱する。 

 

    ４ 各委員会の委員長は、委員の互選により選任する。 

 

  ５ 各委員会の委員長は、付託事項の報告等必要の都度理事会に出席することができる。 

 

第６章 地区協議会 

 

 第１９条 本会に地区協議会を置く。 

 

２ 地区の構成は別表Ⅱのとおりとする。 

 

３ 各地区協議会には幹事館を置き、地区内の調整等を行う。 

 

 第２０条 地区協議会は、次の事項を審議決定する。 

 

       一 地区内各施設間の連絡調整 

 

       二 地区内の本会事業の実施 

 

       三 理事及び各種委員会委員などの選出 

 

四 理事会から付託された事項 

 

２ 地区協議会の会議は、地区を構成する施設の３分の２の出席をもって成立し、その議事は出席者の過

半数でこれを決定し、可否同数の場合は議長の決するところによる。 

 

第７章 経 費 

 

 第２１条 本会の経費は会費その他の収入をもってこれにあてる。 

 

２ 会費は、別表Ⅲに定める額とする。 

 

 第２２条 本会の会計年度は４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

 

 

 

 

 



第８章 その他 

 

 第２３条 本会の会則の運用に必要な細目については、会長が別に定める。 

 

 

 

 

 

 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

 

 この会則は、平成 ５年４月 １日から施行する。 

 この会則は、平成１０年６月１１日から施行する。 

 この会則は、平成１６年５月２６日から施行する。 

 この会則は、平成２２年５月１４日から施行する。 

 この会則は、平成２９年５月１２日から施行する。 

 この会則は、令和 ２年７月 ３日から施行する。 

 この会則は、令和 ３年７月 １日から施行する。 

 

 

（経過措置） 

  【平成１６年５月２６日改正】 

 第２１条第２項の規定は、次の各号による。ただし、各号適用までの間は、旧会則によるものとする。 

  

   １ 市町村合併を実施した自治体については、合併の日が属する年度の翌年度（合併の日が４月１日の場 

合は、その日が属する年度）の４月１日から適用する。 

 

  ２ 平成２０年３月３１日までに市町村合併を実施しない自治体（県を含む）については、同年４月１日か

ら適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

事 務 局 規 程 

 

 

 第１条 本会の事務局は次の者をもって充てる。 

 

     事務局長  県立図書館副館長 

 

          事務局次長 県立図書館総務企画室長 

 

     事務局員  県立図書館職員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 別表Ⅰ（第５章関係） 

 
各種委員会等           委       員        等 

 

   

 
研修委員会  県立図書館  北九州市立中央図書館  福岡市総合図書館  ６地区選出館・室   

 

  

  図書館課題 

検討委員会 
 県立図書館    北九州市立中央図書館    福岡市総合図書館    ６地区選出館・室 

 

   

  
臨時委員会  県立図書館    北九州市立中央図書館    福岡市総合図書館    ６地区選出館・室 

 

   

 

 

 別表Ⅱ（理事選出、地区協議会関係） 

 
地 区 名                地         域 

 

   

 
北九州地区  北九州市 直方市 中間市 宮若市 遠賀郡 鞍手郡 

 

   

  

福岡地区 
 福岡市 筑紫野市 春日市 太宰府市 大野城市 宗像市 糸島市 古賀市 

福津市 那珂川市 糟屋郡   

 

  

  

 
北筑後地区  久留米市 朝倉市 小郡市 うきは市  朝倉郡 三井郡 

 

   

 
南筑後地区  大牟田市 柳川市 八女市 筑後市 大川市 みやま市  三潴郡  八女郡  

 

   

 
筑豊地区  飯塚市 田川市 嘉麻市 嘉穂郡 田川郡 

 

   

  
京築地区  行橋市 豊前市 京都郡 築上郡 

 

  

 

 

 別表Ⅲ（第 2１条第２項関係） 

 

            区    分 

             会  費 

 
  均等割    人口割     計 

  県   33,000円 

  政令指定都市  10,000円 16,000円 26,000円 

  人口 100,000人以上の市  10,000円 12,000円 22,000円 

     50,000人以上 100,000 人未満の市  10,000円 10,000円 20,000円 

 
    30,000人以上  50,000 人未満 

市  10,000円 8,000 円 18,000円 

 町村   7,000円 8,000 円 15,000円 

 
    20,000人以上  30,000 人未満 

市  10,000円 6,000 円 16,000円 

 町村   7,000円 6,000 円 13,000円 

 
    10,000人以上  20,000 人未満 

市  10,000円 4,000 円 14,000円 

 町村   7,000円 4,000 円 11,000円 

 
                10,000 人未満 

市  10,000円 2,000 円 12,000円 

 町村   7,000円 2,000 円 9,000 円 

 備考 １ 人口は、前年５月１日における数とする。   

    ２ 市町村合併を実施した自治体については、合併の日が属する年度の翌年度（合併の日が４月１日        

の場合は、その日が属する年度）の４月１日から適用する。 

    ３ 町から市へ移行する場合の自治体について、人口の要件だけでは判断せず、市制へ完全に移行した

翌年度の４月１日から、会費の変更を適用する。それまでは、移行前の会費とする｡ 

 


